
 

＜経済解析室ニュース＞ 平成２９年２月１０日 

平成２８年１２月の第３次産業活動指数は、３か月ぶりに前月比マイナス０．

４％低下。平成２８年通年では、２年連続の前年比上昇で、０．７％上昇とな

った。年指数は、過去最高。 

 

平成２８年１２月の第３次産業活動指数総合は、季節調整済指数１０３．８、

前月比マイナス０．４％低下と３か月ぶりの前月比低下となりました。平成２

８年６月に指数値が１０３．９となってからの半年間、第３次産業活動指数は、

指数値１０４を中心にプラス・マイナス０．２という狭い範囲での指数の推移

となっていました。動きの小さい「凪」の状態が、半年続いています。 

 

 

 

 

 １２月の第３次産業活動指数を業種別にみると、１１業種のうち、７業種が

前月比低下、３業種が前月比上昇で、「運輸業，郵便業」の１業種が横ばいでし

た。低下寄与が大きかった業種は、卸売業、情報通信業、小売業の３業種でし

た。 

上昇業種は、生活娯楽関連サービス、事業者向け関連サービス、そして不動

産業ですが、特に上昇寄与が大きかったのは、１１月に低下寄与が大きかった

生活娯楽関連サービスでした。上昇寄与２位の事業者向け関連サービスの５倍

の寄与となっており、１１月とは逆に生活娯楽関連サービスの「一人勝ち」と

いう様相でした。 

１２月のサービス産業の業種別動静をみると、卸小売業といった商業の前月

比低下が大きく響きました。情報通信業では、法人の情報化投資、そしてゲー

ムソフトで反動的な低下が発生したことが、全体を引き下げました。 

 他方、１１月に「一弱」であった生活娯楽関連サービスが、娯楽業、特にス

ポーツ施設提供業の反転上昇によって、大きく前月比上昇し、この一業種が「一

人気を吐いていた」といった様相でした。 

 

 

 

 

 １２月は、対個人サービス活動指数は、指数値１０４．７、前月比マイナス

０．１％低下と２か月連続の前月比低下でした。平成２８年１０月の指数値が

１０４．９となり、そこから緩やかに低下している状態です。 

卸売業、情報通信業、小売業が低下。他方、娯楽業は上昇 

12月は、対事業所サービスの低下が目立つ 



 

他方、１２月の対事業所サービス活動指数は、指数値１０３．３、前月比マ

イナス０．９％低下と３か月ぶりの前月比低下となりました。対事業所サービ

スは上下動が大きいのですが、前年同月比は２１か月連続でプラスとなってお

り、水準は着実に上昇しています。 

１２月の第３次産業活動指数の前月比低下を、対個人と対事業所の寄与に分

けると、対事業所サービスの低下寄与が大部分を占めていることになります。

対個人サービスは、２か月連続の低下寄与ですが、こと１２月については、対

事業所サービスの低下によって、サービス産業活動は前月比低下となりました。 

 

 

 

 

 このように、商業関係が振るわず、対事業所サービスが低下して、１２月の

第３次産業活動指数は、３か月ぶりに前月比低下となりましたが、その基調判

断については「横ばい」に据置きとします。 

ここのところ、各月の指数が狭いレンジで動いているだけではなく、３か月

移動平均も１０４．１、１０４．０というレンジでの推移が５か月続いており、

指数水準の基調的な動きは、小さい変動幅の中での推移となっています。 

平成２８年第４四半期では前期比マイナス０．１％低下でしたが、通年では

サービス全体は前年比０．７％上昇し、年指数は過去最高値でした。日本のサ

ービス産業は，年前半の上昇を受け継ぎ、水準的には高い状態にありますが、

年後半に方向感としては少し停滞感のある動きとなりました。 

 

 

結果概要のページ 

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/html/b2010_201612j.html 

 

参考図表集 

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/result/reference/slide/result-sanzi-s

anko-201612.html 

 

『就職にも使える！ 第３次産業活動指数』（マンガ） 

http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikaisetsu/slide/20160405i

ta_manga2016.html 

 

 

基調判断は、「横ばい」に 

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/html/b2010_201612j.html
http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/result/reference/slide/result-sanzi-sanko-201612.html
http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sanzi/result/reference/slide/result-sanzi-sanko-201612.html
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikaisetsu/slide/20160405ita_manga2016.html
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/minikaisetsu/slide/20160405ita_manga2016.html
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